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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第17期
第１四半期
連結累計期間

第18期
第１四半期
連結累計期間

第17期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （千円） 521,473 473,366 2,732,270

経常利益又は経常損失（△） （千円） △2,935 14,252 248,900

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） △5,027 10,234 142,719

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △4,601 6,922 138,685

純資産額 （千円） 1,434,747 2,685,630 2,554,517

総資産額 （千円） 4,315,569 8,712,926 6,992,648

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） △1.21 1.88 30.09

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） - 1.81 28.65

自己資本比率 （％） 33.2 29.4 36.5

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第17期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在す

るものの、１株当たり四半期純損失金額であるため、記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

　また、当第１四半期連結会計期間より、土壌汚染対策事業において、実質支配力基準に基づき子会社となったた

め、YAMAテック株式会社を連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）

が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあ

って緩やかな回復基調が続きました。一方、海外経済で弱さがみられており、中国を始めとするアジア新興国や資

源国等の景気が下振れしてわが国の景気が下押しされるリスクや金融資本市場の変動など先行きの不透明感を残し

ながら推移しました。

　当社グループの業績に大きな影響を及ぼす不動産市況は、ここ数年は土地取引件数においては一進一退が続いて

おり、住宅市場においては、持家、貸家及び分譲住宅の着工は、持ち直しの動きがみられております。一方、建設

市場においては、建設技能者の不足に伴う労務費の上昇や原材料価格の上昇など、一部懸念材料を抱えた状況で推

移してまいりました。

　持分法適用会社を展開する中国では、土壌汚染に関する法整備に向けた動きが進んでおり、土壌汚染対策行動計

画（土十条）が公布されました。

　このような背景のもと、土壌汚染対策事業を中心にグループの総合力を活かして、ブラウンフィールド活用事業

や自然エネルギー事業を積極的に展開いたしました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は473,366千円（前年同四半期比9.2％減）となり、経常利益14,252

千円（前年同四半期は経常損失2,935千円）、親会社株主に帰属する四半期純利益10,234千円（前年同四半期は親

会社株主に帰属する四半期純損失5,027千円）となりました。

　以下に各セグメントの状況を報告いたします。

　なお、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前四半期比較について

は、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

 

①土壌汚染対策事業

　国内については、YAMAテック株式会社の連結子会社化による営業体制の強化及びグループ会社間の連携による

情報収集力の強化、新規の原位置浄化技術である原位置熱脱着の提案営業により新規顧客及び新たな需要の開

拓に注力してまいりました。前年同四半期の売上に寄与した大型浄化工事が前四半期に完工したことにより、売

上及びセグメント利益は減少となりました。

　中国については、土壌汚染対策行動計画（土十条）の影響で営業情報は増えており、調査工事の受注件数は

増加傾向にありますが、損益分岐点には届かず持分法投資損益として8,272千円の損失を計上しました。

　その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は347,678千円（前年同四半期比2.7％減）となり、セグメン

ト損失は15,446千円（前年同四半期はセグメント利益5,497千円）となりました。

 

②ブラウンフィールド活用事業

　人員増強を行って、大手不動産仲介業、日本クリーニング環境保全センター等の業界団体、破産管財人及び金

融機関などからの情報収集や土壌汚染対策事業との連携により仕入活動を強化し、２物件を仕入れました。浄化

等が完了した物件の販売については、予定していた物件の販売が第２四半期にずれ込みました。

　その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は20,144千円（前年同四半期比87.7％減）となり、セグメント

損失は3,223千円（前年同四半期はセグメント利益11,388千円）となりました。
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③自然エネルギー活用事業

　当第１四半期連結累計期間の末日現在、太陽光発電所は４か所総発電容量7,916.6kwが稼働しております。新

規の太陽光発電所については、２か所（岩手県紫波郡、熊本県菊池市）総発電容量2423.5kwの建設計画がスター

トしました。これで建設中の太陽光発電所は、３か所（北海道十勝郡、岩手県紫波郡、熊本県菊池市）総発電容

量4,373.5kwとなりました。

　その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は105,543千円となり、セグメント利益は45,153千円（前年同

四半期はセグメント損失1,061千円）となりました。

　なお、同セグメントに関しては太陽光発電所の売電開始が平成27年10月のため、売上高は前年四半期との比較

を行っておりません。

 

(2) 財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末における資産につきましては、総資産は、8,712,926千円となり、前連結会計年

度末に比べ1,720,278千円増加いたしました。これは主に現金及び預金が615,353千円、土地・建物等の取得によ

り有形固定資産が947,354千円、たな卸資産が191,564千円増加したことによるものであります。

　負債につきましては、6,027,295千円と前連結会計年度末に比べ1,589,165千円増加いたしました。これは主に

長期借入金が976,186千円、短期借入金が150,000千円、１年内返済予定の長期借入金が168,031千円、買掛金が

234,531千円増加したことによるものであります。

　純資産につきましては、2,685,630千円と前連結会計年度末に比べ131,113千円増加いたしました。これは主に

非支配株主持分120,052千円、新株予約権の行使請求に伴う新株発行により資本金と資本準備金が2,250千円増加

したことによるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、696千円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 11,140,000

計 11,140,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,444,700 5,444,700
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数

100株

計 5,444,700 5,444,700 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成28年８月１日から本報告書提出日までの新株予約権行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
20,000 5,444,700 2,250 920,882 2,250 830,882

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　－ － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

5,423,900

 

54,239

 

－

単元未満株式
普通株式

800

 

－
－

発行済株式総数 5,424,700 － －

総株主の議決権 － 54,239 －

（注）当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成28年３月31日)に基づく株主名簿による記載をして

おります。

 

②【自己株式等】

　　該当事項はありません。
 
 

２【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,952,940 2,568,294

受取手形及び売掛金 648,421 682,841

たな卸資産 1,096,272 1,287,837

繰延税金資産 16,765 25,490

その他 214,749 123,284

貸倒引当金 △4,385 △6,168

流動資産合計 3,924,764 4,681,579

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 42,938 252,753

機械装置及び運搬具（純額） 2,357,163 2,327,357

土地 185,216 663,669

建設仮勘定 43,306 328,781

その他（純額） 2,065 5,483

有形固定資産合計 2,630,691 3,578,045

無形固定資産 35,823 36,138

投資その他の資産 356,788 378,537

固定資産合計 3,023,303 3,992,721

繰延資産 44,580 38,624

資産合計 6,992,648 8,712,926

負債の部   

流動負債   

買掛金 279,084 513,616

未払金及び未払費用 33,319 40,528

短期借入金 665,000 815,000

1年内返済予定の長期借入金 238,800 406,831

未払法人税等 21,516 -

その他 88,290 94,453

流動負債合計 1,326,011 1,870,429

固定負債   

社債 180,000 180,000

長期借入金 2,761,958 3,738,144

資産除去債務 92,311 92,514

その他 77,850 146,207

固定負債合計 3,112,119 4,156,866

負債合計 4,438,130 6,027,295
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 918,632 920,882

資本剰余金 990,779 993,029

利益剰余金 625,882 636,117

自己株式 △66 △66

株主資本合計 2,535,227 2,549,962

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △476 △811

繰延ヘッジ損益 - 6

為替換算調整勘定 19,152 15,806

その他の包括利益累計額合計 18,675 15,000

非支配株主持分 614 120,667

純資産合計 2,554,517 2,685,630

負債純資産合計 6,992,648 8,712,926
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 521,473 473,366

売上原価 385,633 281,090

売上総利益 135,839 192,276

販売費及び一般管理費 132,243 150,364

営業利益 3,595 41,911

営業外収益   

受取利息及び配当金 86 106

為替差益 2,252 -

その他 462 1,550

営業外収益合計 2,801 1,657

営業外費用   

支払利息 1,728 17,659

持分法による投資損失 5,602 8,347

その他 2,001 3,310

営業外費用合計 9,333 29,317

経常利益又は経常損失（△） △2,935 14,252

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△2,935 14,252

法人税、住民税及び事業税 4,563 6,236

法人税等調整額 △2,422 △2,580

法人税等合計 2,141 3,655

四半期純利益又は四半期純損失（△） △5,077 10,596

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△50 361

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△5,027 10,234
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △5,077 10,596

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 459 △334

繰延ヘッジ損益 △268 6

持分法適用会社に対する持分相当額 284 △3,345

その他の包括利益合計 475 △3,674

四半期包括利益 △4,601 6,922

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △4,551 6,560

非支配株主に係る四半期包括利益 △50 361
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1) 連結の範囲の重要な変更

　当第１四半期連結会計期間より、実質支配力基準に基づき、連結子会社となったため、持分法適用関連会社

であったYAMAテック株式会社を連結の範囲に含めております。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

　当第１四半期連結会計期間より、実質支配力基準に基づき、連結子会社となったため、YAMAテック株式会社

を持分法適用の範囲から除外しております。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取り扱い」

（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準指針第26号　平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

減価償却費 1,675千円 37,649千円

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損
益計算書計上

額
(注)２

 
土壌汚染
対策事業

ブラウン
フィールド
活用事業

自然エネル
ギー事業

合計

売上高       

外部顧客への売上高 357,402 164,071 - 521,473 - 521,473

セグメント間の内部売上高

又は振替高
76,624 - - 76,624 △76,624 -

計 434,026 164,071 - 598,098 △76,624 521,473

セグメント利益又は損失（△） 5,497 11,388 △1,061 15,823 △18,759 △2,935

（注） １．調整額は、以下のとおりであります。

セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去△87,217千円及び報告セグメ

ントに帰属しない親会社に係る損益68,457千円であります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の経常損失と調整しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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　Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損
益計算書計上

額
(注)２

 
土壌汚染
対策事業

ブラウン
フィールド
活用事業

自然エネル
ギー事業

合計

売上高       

外部顧客への売上高 347,678 20,144 105,543 473,366 - 473,366

セグメント間の内部売上高

又は振替高
12,670 - - 12,670 △12,670 -

計 360,348 20,144 105,543 486,036 △12,670 473,366

セグメント利益又は損失（△） △15,446 △3,223 45,153 26,482 △12,230 14,252

（注） １．調整額は、以下のとおりであります。

セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去△116,504千円及び報告セグメ

ントに帰属しない親会社に係る損益104,274千円であります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　当第１四半期連結会計期間より、管理区分の変更に伴い、報告セグメントを「土壌汚染対策事業」、

「土壌汚染関連機器・資材販売事業」及び「ブラウンフィールド活用事業」から「土壌汚染対策事業」、

「ブラウンフィールド活用事業」及び「自然エネルギー事業」に変更しております。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成した

ものを記載しております。

 

（企業結合等関係）

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　YAMAテック株式会社

事業の内容　　　　　土壌汚染対策事業

(2) 企業結合を行った主な理由

　株式会社アイ・エス・ソリューションの原位置・オンサイト浄化技術、YAMAテック株式会社の施工管

理技術、および各々の人材を有効活用し、両者の事業を拡充させ企業価値の更なる向上を図るため。

(3) 企業結合日

平成28年６月28日

(4) 企業結合の法的形式

実質支配力基準に基づく子会社化

(5) 結合後の企業名称

変更はありません。

(6) 取得した議決権比率

企業結合直前に所有していた議決権比率　　　45.5％

企業結合日に追加取得した議決権比率　　　　　－％

取得後の議決権比率　　　　　　　　　　　　45.5％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

　YAMAテック株式会社の代表取締役が当社の取締役に就任したことにより、当社が同社を実質的に支配

していると認められるためであります。
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２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

当四半期連結累計期間は貸借対照表のみ連結しております。

 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価　企業結合直前に保有していた株式の企業結合日における時価　　99,925千円

取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　99,925千円

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

（１）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額（△）
△1円21銭 1円88銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株

主に帰属する四半期純損失金額（△）（千円）
△5,027 10,234

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（千円）

△5,027 10,234

普通株式の期中平均株式数（株） 4,152,607 5,431,513

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 1円81銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千

円）
－ －

普通株式増加数（株） － 210,987

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在す

るものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

新株予約権（有償ストック・オプション）の発行

　当社は、平成28年７月１日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、

当社及び当社関係会社の取締役及び従業員に対し、新株予約権（以下「本新株予約権」という。）を発行するこ

とを決議し、平成28年７月22日に本新株予約権の割当を行っております。

（1）新株予約権の数 958個（新株予約権1個につき100株）

（2）発行価額 新株予約権1個当たり金963円

（3）新株予約権の目的である株式の

種類及び数
新株予約権1個当たり当社普通株式100株

（4）行使価額 1株当たり846円

（5）増加する資本金及び資本準備金

に関する事項

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資

本金の額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される資本金等増加

限度額の2分の1の金額とし、計算の結果1円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資

本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定め

る増加する資本金の額を減じた金額とする。

 

EDINET提出書類

株式会社エンバイオ・ホールディングス(E30445)

四半期報告書

14/17



 

（6）行使期間 平成29年７月１日から平成33年６月30日までとする。

（7）譲渡制限
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要

するものとする。

（8）新株予約権の割当対象者及び割

当個数
当社及び当社関係会社の取締役及び従業員31名に対し958個

（9）新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、平成29年３月期から平成31年３月期のいずれかの

期における連結売上高及び親会社株主に帰属する当期純利益が次の各

号に掲げる条件の双方またはいずれかを満たしている場合に、割当て

を受けた本新株予約権のうち当該各号ごとに掲げる割合を限度として

本新株予約権を行使することができる。連結売上高及び親会社株主に

帰属する当期純利益については、当社有価証券報告書記載の連結損益

計算書における当該期にかかる連結売上高及び親会社株主に帰属する

当期純利益（当該期において連結損益計算書を作成しない場合は、当

該期にかかる損益計算書における売上高及び当期純利益とする。以下

同様とする。）とし、当該条件を最初に充足した期の有価証券報告書

提出日の翌月１日から本新株予約権を行使することができる。

(a) いずれかの期における連結売上高が85億円以上の場合

　　各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権の数の50％

(b) いずれかの期における親会社株主に帰属する当期純利益が5億円以

上の場合

　　各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権の数の50％

適用される会計基準の変更等により参照すべき連結売上高及び親会社

株主に帰属する当期純利益の概念に重要な変更があった場合には、当

社は合理的な範囲内において、別途参照すべき指標を取締役会にて定

めるものとする。また、行使可能割合の計算において、各新株予約権

者の行使可能な本新株予約権の数に1個未満の端数が生じる場合は、こ

れを切り捨てた数とする。

② 本新株予約権者は、本新株予約権の行使時において、当社の取締

役、監査役、執行役員または従業員もしくは当社の関係会社（財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第8条第8項の定義によ

り、以下同様とする。）の取締役、監査役、執行役員または従業員そ

の他これに準ずる地位にあることを要する。ただし、本新株予約権者

が任期満了により退任もしくは従業員の定年退職により退職した場合

その他当社取締役会が正当な理由があると認めた場合は、本新株予約

権を行使することができる。

③ 本新株予約権者の相続人による権利行使は認めない。

④ 各本新株予約権1個未満の行使を行うことはできない。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月10日

株式会社エンバイオ・ホールディングス

取 締 役 会　御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 伊藤　恭治　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 中野　　強　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エン

バイオ・ホールディングスの平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期

間（平成２８年４月１日から平成２８年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２８年４月１日から平成２

８年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連

結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エンバイオ・ホールディングス及び連結子会社の平成２８年

６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

 

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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